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教育厚生委員会会議録 

日時          平成２３年３月９日（水） 開会時間  午前１０時０４分 

閉会時間  午前１１時０４分 

 

場所     第４委員会室 

委員出席者  委員長  山下 政樹 

副委員長 白壁 賢一 

委 員   中村 正則   保延  実   望月 勝   木村 富貴子   
            仁ノ平 尚子   

 

委員欠席者  武川 勉 

 

説明のため出席した者 

 

福祉保健部長 古屋 博敏  福祉保健部次長 三枝 幹男  

福祉保健部次長 河野 義彦 福祉保健部技監 水谷 均 

福祉保健総務課長 篠原 道雄  監査指導室長 遠藤 晋  長寿社会課長 桐原 篤 

国保援護課長 中澤 卓夫  児童家庭課長 横森 梨枝子   障害福祉課長  鈴木 治喜 

医務課長 吉原 美幸  衛生薬務課長 山本 裕位  健康増進課長 大澤 英司 

 

 

議題  第１６号   平成２３年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中教育厚生委員会 

           関係のもの及び第２条債務負担行為中教育厚生委員会関係のもの 

第１８号   平成二十三年度山梨県災害救助基金特別会計予算 

     第１９号   平成二十三年度山梨県母子寡婦福祉資金特別会計予算        

請願第１９－１７号  原爆症認定制度の抜本的改善を求めることについて 

    請願第２０－７号   後期高齢者医療制度の廃止を求めることについて 

    請願第２０－１２号  介護保険制度の改善を求めることについて 

請願第２２－７号   介護保険制度の改善を求めることについて 

 

審査の結果     議案については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定した。 

また、請願については、採否留保すべきものと決定した。 

 

審査の概要 午前１０時４分から午後１１時０４分まで福祉保健部関係の審査を行っ

た。 

 

主な質疑等  福祉保健部関係 

 

※第１６号    平成２３年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中教育厚生委員会関

係のもの及び第２条債務負担行為中教育厚生委員会関係のもの 

 

質疑 

（子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例基金積立金について） 

仁ノ平委員  昨日、御説明いただいた２３年度の当初のことで幾つか教えてください。

福の８７ページ、下の方、８番、子宮頸がんなどワクチン接種の積立金に
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ついてですが、きのう、御説明いただいた中で、子宮頸がん等の「等」と

いうのは、たしかヒブワクチンと肺炎球菌ワクチンでしたが、当面の間、

接種を見合わせるとの説明があったのですが、どうしてなのか、何があっ

たのか、もう一度、詳しく御説明いただけますか。 

 

大澤健康増進課長   ただいまの御質問にお答え申し上げます。子宮頸がん等の「等」という

のは、小児用の肺炎球菌ワクチン、ヒブワクチンのことでありまして、そ

れと子宮頸がん予防ワクチン、この３つのワクチンの助成事業ということ

です。このたびの小児用肺炎球菌ワクチン、ヒブワクチンについて、一連

の経過について御説明申し上げます。 

  平成２３年３月２日以降、小児用肺炎球菌ワクチン、ヒブワクチンを含

むワクチン同時接種後の乳幼児におきまして、５例の死亡例が報告された

ということであり、当面、これらの２つのワクチンの接種を見合わせると

いう連絡が３月４日の夜に来たところです。そこで、昨日の夜ですが、厚

生労働省におきまして、専門家によるこれらについての評価の会議が開催

されたところです。 

  概要ですが、死亡例の５例のうち、０歳から２歳代の乳幼児で基礎疾患

を有する者が３名、基礎疾患が明確でない者が２名という状況であり、接

種から死亡までの期間が、翌日の死亡が３名、２日後死亡が１名、３日後

死亡が１名という状況であるということです。 

  現在、得られております各症例の経過や所見等に基づいて評価をしたと

ころ、報告された５例につきましては、現段階での情報ではいずれもワク

チン接種と直接的な明確な因果関係は認められないと考えられますが、さ

らに入手可能な情報を次回までに収集するという状況になり、次回、検討

されるということであり、少なくとも次回までは接種の見合わせが続くと

いう状況です。 

  以上でございます。 

 

仁ノ平委員  本県での公費助成も始まったやさきのこのようなことで、死亡５例はす

べて県外のことではあるんですが、ちょっと心配をしております。今後の

見通しということで、もう一度、後半部分、お話しいただけますか。 

 

大澤健康増進課長   昨日の専門家会議では、まだ情報をもう少し集める必要があるというこ

とでしたので、入手可能な情報を次回までに集め、さらに諸外国での状況

ですとか、同時接種の安全性、接種者数等の情報をさらに集めまして、次

回、検討するというところで、具体的な日程まではまだ来ておりません。 

  以上でございます。 

 

仁ノ平委員  ３月になって５人の死亡ということですね。ただ、因果関係はまだはっ

きりしないし、多分、違うのではないかということも言われているんです

が、課長、ちょっと教えてほしいんですけれども、昨年来、公費助成をす

るワクチンが幾つか新たに出てきたということで、我々も、地域住民の方

から、ワクチンを打ったほうがいいんですかねと立ち話で聞かれる機会も

多くなりました。専門家でもなくそう聞かれても困ることがあるんで、県

のホームページなどを御紹介したりするんですが、今回のことについても、

やはり小さいお子さんをお抱えの方から不安が耳に届いていて、我々が、

ワクチンを打っていいの、安全なのと聞かれた場合、どういう対応がいい

と思われますか。 
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大澤健康増進課長   いずれにいたしましても、専門家による専門的な評価が行われるという

ことですので、少なくとも次回までの評価が行われ、その結果が公表され

るまでは見合わせの状況が続くということでありますので、そのような対

応をと考えております。 

 

仁ノ平委員  推移を見守るということでしょうか。 

  この予算案でもう１点、表題にもなっている子宮頸がんのワクチンです

が、逆にこのワクチンの場合は、ワクチンが足りない事態が生じていると

聞いたんですが、本県の場合、該当学年が決められていますね。夏だか秋

ごろまでずっと足りない状況が続くんだという報道も見ましたが、そうい

う場合の対応はもう考えているんですか。 

 

大澤健康増進課長   子宮頸がん予防ワクチンにつきましては、今回、短期間の間に注文等が

集中したということで、一時的に流通、供給の不足が来ているということ

です。これについても３月７日付で厚生労働省から連絡がございまして、

今年度に事業を開始し、今年度３月末までに１回目の接種をできなかった

高校１年生でありましても、２３年４月以降に１回目の接種をした場合で

あっても、当分の間、事業の対象にするということですので、国の交付金

による基金事業の対象となるということが示されました。 

  したがいまして、今、ワクチンの供給状況が逼迫しているということで

すので、通常ですと３回を接種する必要がありますので、初回の方につき

ましては接種を差し控えていただきまして、既に接種を開始した方への２

回目、３回目の接種を優先するように市町村、各医療機関に周知するとい

う形ですので、まずは、既に打たれた方で２回目、３回目の接種をスケジ

ュールどおり円滑にできるようにという形で進めているところでござい

ます。 

 

仁ノ平委員  十分な臨床実験のもとにワクチン接種がされているのであろうし、ただ

我が国の場合、公衆衛生というか、ワクチン後進国とも言われる中で、慎

重な対応が行政にも望まれるのかなと今回、一連の事件で思いました。御

説明よくわかりました。慎重な対応を求めるということで、情報提供をぜ

ひ、我々にも、県民にもお願いしたいと思います。 

 

（在宅ターミナルケア推進事業費について）   

仁ノ平委員      もう１点ですが、よろしいでしょうか。福の７４ページ、在宅ターミ

ナルケア推進事業費にかかわってお伺いいたします。本会議でも在宅タ

ーミナルケアということで、主に体制づくりという観点からお伺いさせ

ていただいたんですが、本会議の質問で、自分で振り返りますに、体制

づくりというところばかりに重点を置きまして抜けていたなと思うこと

があって反省しているんですが、今、本県の在宅ターミナルケアと考え

た場合に、何が課題で、どの辺をどうしていくのが大事なんだとお考え

か、そこのところを伺っておきたいと思います。 

 

吉原医務課長  在宅ターミナルケアの推進ということで、今、各保健福祉事務所単位で

連絡会議を関係者の方々に集まっていただいて、課題、事例検討をしなが

ら進めているところです。その中で、一番の課題として出されているのは、

最も中心となるのが、かかりつけ医の先生と、患者さんと直接かかわりを
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持つ訪問看護の方々なんですが、特にかかりつけ医の先生に在宅ターミナ

ル、終末期の医療に対する理解をまずしていただいて、積極的にかかわっ

ていただく。それに対して、周りの看護であるとか、薬剤師の方とか、あ

るいは介護の方々が連携をして一体となって進めていくというのが一番

大事であると考えております。基本的には２４時間体制で対応しなければ

ならないということになりますので、かなり負担も大きいということがあ

ります。その負担をできるだけ、どのように緩和していくかというところ

が一番の課題であると。それには、いろいろな方々がそれぞれの役割分担

をしながら進めていくことが大事であろうと思います。 

 

仁ノ平委員  その辺の課題を解決しつつの体制づくりなのかなとお伺いしながら思

ったのですが、今回、この予算が計上されている事業ではどういうことを

されるのか、お伺いします。 

 

吉原医務課長  今回、各地域の連絡会議につきまして、その会議の開催にかかる経費に

ついて計上させていただいております。関係者の方々が、今後も一つ一つ

具体的な事例について検討して、各地域で、まずそういった連携体制をで

きるだけ強化していくといった形が各地域で広がると同時に、県全体とし

ての連携を進めていくという形で進めていきたいと考えています。 

 

仁ノ平委員  本会議でもお願いしましたが、ぜひ息の長い充実した取り組み、体制づ

くりということを今後とも精力的にお願いしたいということで、質問を終

わります。 

 

 （ドクターヘリ事業費負担金について） 

望月委員  医務課の福の６８ページの９番、ドクターヘリ事業費負担金と、１２番、

関連するものですから。知事が平成２４年からドクターヘリを山梨県に導

入するということで決断してくれたわけでございますが、神奈川県へのド

クターヘリの運航に対する委託費で約２,６００万、この委託費というの

は、出動回数によって決まるのですか。それとも１年間、年間の契約でや

っていくのか、そこらの内容的なものを教えてもらいたいです。 

 

吉原医務課長  ただいま神奈川県と共同で、一部、甲府市となった旧上九一色村の部分

が入っている富士・東部地域を対象にドクターヘリの運航をしております。

神奈川県との協定の中では、基本的ベースとして、固定的な部分で定額の

負担がありまして、それに加えて、委員がおっしゃるように運航回数に伴

って負担をする形で、２段階に分かれております。基本的には、運航回数

が多くなれば負担が大きくなるということでございます。 

   神奈川県の場合は、基本的に各市町村から負担を取っているわけですが

本県の場合につきましては、県が全額負担をさせていただいている状況で

す。 

 

望月委員  静岡県、長野県にもドクターヘリはあるんですけれども、この前の説明

だと、両県は自分のところだけで手一杯で、山梨県への応援ができないと

いう話の中でこういう状況が出てきたんですが、東部地域は神奈川県のド

クターヘリを依頼してお願いできるということですが、こちらの南、北の

地域は、非常に山間地が多い中で、平成２４年まで２年間ぐらいあるわけ

ですけれども、静岡県、長野県の対応というものはまだ進んでいないので
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すか。 

 

吉原医務課長  静岡県、長野県との連携、共同というようなことだと思いますが、今回、

ドクターヘリの導入の検討の中におきましても、やはり神奈川県と同じよ

うに長野県、あるいは静岡県と共同運航するという考え方もあるんじゃな

いかということで、私ども直接、両県の担当者にもお願いをしたという経

緯が過去にございます。委員が今おっしゃったように、静岡県は今、西部

と南部で２台持っておりますが、２台とも年間６００回近く運航をしてい

る状況で、本県まで区域を広げるのはなかなか難しいというお話です。長

野県も１機だけなのですが、やはり南部の方がまだカバーできないという

ことで、今、２機目を導入するということで計画は進められているようで

すが、自県内をまずカバーするのが優先的だというお話で、協定を結んで

本県までエリアにしてというところまではなかなか難しい状況にあると

いうお話はいただいています。今の予定でまいりますと、２４年度の運航

までまだ１年ありますが、２３年度について、静岡県、長野県にお願いす

るというのはなかなか難しいと思います。 

  ただ、例えば県境近くの事故等でドクターヘリの要請が必要な事例にお

きましては、今、現在も長野県から来ていただいたくということは、具体

的な事例としてやっていただいている状況がございます。 

 

         （ドクターヘリ運用準備委員会開催費について）  

望月委員  南部町でも、山登りしていた人がけがをして、静岡県のドクターヘリが

来て静岡県の病院へ搬送してもらい、一命を取りとめたという本当にあり

がたい状況もありました。 

２４年度からの導入に対しまして、福６８ページの１２番にドクターヘ

リ運用準備委員会の開催費というのがあるんですが、準備委員会の計画的

なものについて、２３年から２４年にかけて、どんな段階でこの準備委員

会を進めていくのか。また運航に対して、市町村との連携もあると思うん

ですが、特にヘリポートなど、どのような計画でこの準備委員会を立ち上

げていくのか、そのメンバーはどのような人なのか、お聞きしたい。 

 

吉原医務課長  今回、この予算でお願いしております運用準備委員会ですが、メンバー

といたしましては、医療、消防、行政、いわゆる今、委員がおっしゃった

ように離着陸場の確保というものも、今回、この委員会の中で検討してい

ただくので、警察ですとか、また、学校のグラウンド等も離着陸場になる

ことから教育委員会の方、高速道路の関係の方々など、幅広い方々に入っ

ていただきます。運用準備委員会につきましては、この予算を議決いただ

ければ、来年度できるだけ早く立ち上げをいたしまして、ドクターヘリを

飛ばすための運用マニュアルや運用基準、離着陸場をどうやって確保する

か、どこに確保していくかということについて議論をできるだけ早く進め

させていただきたい。年度の前半までには、そういったマニュアルですと

か離着陸場についてしっかりと固めて、年度の後半では、具体的な施設整

備ですとか、医療関係者の研修を行い、２４年度からは運航が滞りなく始

められるように準備を進めていきたいと考えております。 

 

望月委員  今、ヘリポートの問題が出たので、私も前に一般質問の中で、統廃合す

る学校のグラウンドの空き地があり、特に学校関係は場所もいいところで、

山間地であってもある程度、広い面積を持っており、そういうところも利
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活用の中で浮かんでくるんではないかと質問をしました。 

ヘリポートを地元にお願いするときに、地元も大変だということで、多

少、県のそうした支援もあるのかなということを聞かれた状況もあるので

すが、そこらの経過を教えてもらいたい。 

 

吉原医務課長  ヘリポートの確保につきましては、新年度できるだけ早く市町村と協議

をと思っておりますが、要するに整備できる要件があります。やはりヘリ

コプターがおりられる状況が必要ですので、そういったものを示す中で、

各市町村から候補地を挙げていただき、専門家等に現地を見ていただいて

決めていきたいと思います。 

  そのヘリポートを確保していくためには、例えば、簡易的な舗装をする

とか、芝生を張るといったさまざまなことも出てきます。そうすると、や

はり市町村の財政負担というものも出てまいります。その辺も、財政負担

もお願いしなければならないと考えておりますが、それに対して県がどう

いうことができるか、これから検討をしてまいりたいと思います。 

 

望月委員  今、言われた市町村の財政負担の状況も県である程度、考慮してもらえ

るようにしていただきたいのですが、このドクターヘリのヘリポートとか、

そういう場所のわかるマップ、そうしたものも市町村と県との連携を徹底

するためには必要ではないかと。いざ、緊急の場合にどこにヘリがおりて

いいのか、わからないといったことがないよう、そういうマップ的なもの

も、ぜひつくってもらいたいと要望しておきます。 

   

（小児救急医療体制整備費補助金について） 

白壁副委員長  今のちょうど同じページ、福６８ページで、小児救急の関係がここに出

ています。９,０００万近い補助金を出されているようですが、現状、国

中と郡内地域ということになると思いますが、振り分けがわかるようでし

たらお示しいただけますか。例えば、県小児救急医療事業推進委員会が補

助先で出ております。その中で、甲府地域にも小児救急を受け持たれてい

るところがございます。郡内地域にも、富士北麓総合医療センターの中に

ございます。その比率的なもの、約８ ,８００万ですから、その内訳等を

教えていただければ。 

 

吉原医務課長  小児救急の運営につきましては、私ども医務課で事務局をしております

が、各市町村にメンバーになっていただいた推進委員会という組織を立ち

上げて、県や関係する市町村からの負担ということで８ ,８００万の負担

をいただきまして、甲府市の医師会と富士吉田の医師会にお願いをしてい

る状況になっております。 

  負担につきましては、基本的には患者さんの数で按分をさせていただい

ております。ことしの状況はまだ全部出ておりませんが、２１年度の状況

でお話しさせていただくと、甲府の小児のほうへ来られた患者さんが約２

万人、富士吉田のほうが１万人ということで、１対２という比率になって

おりますので、負担金についても１対２の比率で、各医師会への委託も１

対２の割合でお願いをしている状況となります。 

 

白壁副委員長  実は、人口的にいいますと、この間の国勢調査で山梨県は８６万人と出

ておりました。この甲府圏域での小児救急で、２万というのは妥当な線か

なと。人口レベルからして、甲府周辺で２０万から３０万程度。ただ郡内



平成２３年２月定例会教育厚生委員会会議録 

- 7 - 

地域というのは、年間には千数百万人の県外からの観光客、宿泊者９００

万人、１ ,０００万人という方々が来られるわけです。こういう状況で１

万人というのは極めて少ないなと私は感じているところです。 

  なぜ、少ないのかと原因を考えていきますと、夜間という名のもとの２

４時間体制になっておらず、来られているお客様方が極めて不安を感じて

いる。地元の富士吉田市立病院だとか日赤病院に行っても夜間は診てくれ

ない。それであれば甲府に行ってくれということになるわけです。この辺

が原因で１万人というのが出てきているんではないか。定住人口の話では

なく交流的な人口で考えていったら、本来であればこの数十倍あっていい

んではないかと思うんですけれど、こういうとらえ方というのはどうでし

ょう。 

 

吉原医務課長  人数の分析としては委員がおっしゃるとおりではないかなと思います。

運用時間は、委員がおっしゃるように、甲府は朝までやっていますが、富

士吉田は１２時までということがございますので、その点で人数にも影響

してきているということはあると思います。 

 

白壁副委員長  ということは、やはり甲府のこの小さなところで２４時間なのに、なぜ

それだけのお客様が来られるようなところが１２時までで終わってしま

ったりするのかというところに極めて不安を感じているということです。

我々の地域は企業誘致してもなかなか難しい。これからは手つかずの自然

というか、観光を基軸産業としながら生きていくのが１つの形になると思

うんです。その中でいかにお客様のＣＳ、カスタマーサティスファクショ

ンをいかに上げていくか、また、リピートしていただくかということが一

番重要なところだと思うんです。 

  このような金額が妥当だとは思えないんです。例えば、県外から来る場

合には、１人当たりの負担金とか、患者数によって８ ,８００万という金

額が出ているようですが、県外からのお客様がそこにかかったときには、

負担金として市町村側とか県がこの金額はふえるんでしょうか。 

 

吉原医務課長  負担金の按分としては、県外、県内の方であるかという区別はしておら

ず、人数で按分とさせていただいています。 

 

白壁副委員長  もう１点、小児のドクターの数が少ないということも伺っております。

現状として、今、富士吉田の医師会と甲府方面の医師会の方々でお手伝い

いただいているようですが、この比率はどの程度なんでしょう。そして、

開業医の人たちがどの程度で、勤務医のドクターがどの程度の比率でやっ

ておられるんでしょう。 

 

吉原医務課長  開業医の方、勤務医の方というところ、詳しい分析の資料は手元にござ

いませんが、委員がおっしゃるように、富士吉田のほうは基本的にはかな

りの部分を甲府のほうの医師会、あるいは山梨大学の先生方に応援をして

いただいて、運営をしている状況でありまして、今は、地元の先生方より

も甲府のほうから来ていただいている先生方のほうが、多い状況にありま

す。そういったこともありまして、なかなか朝７時までという運用ができ

ない状況にもございます。 

 

白壁副委員長  という原因もあるということはお聞きしているんですが、いずれにして
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も、甲府のこの地域はたかだかこれだけの人口じゃないですか。我々の地

域というのはそれだけのお客様が来るということを考えていったら、何ら

かの手だてをとらなければならないと思うんですけれども、今回の予算は

予算として、部長いかがでしょう。 

  すみません、観光部ではないのですが、修学旅行の子どもたちがなぜ減

っているのかというと、不安だと言うんです。時代の趨勢というか流れ、

変わりもあるのかもしれませんが、学校とか旅行会社からよく言われるの

は、昔は、専門医ではなくても病院で診てくれたと言うんです。今は行く

と断られ、郡内にはないんで国中に行きなさいと。万が一のときにどうす

るんだと言われたときに、旅館のオーナーは何も答えられないという問い

合わせが結構あるそうなんです。 

  もう１回、言います。この地域というのはたかだかこれだけの人口です。

郡内地域は、定住人口は少ないですけれども、交流人口のお客様が来る量

は山梨県の比ではありません。県内の人口の１０倍もあります。もう１点

は、確かに郡内と国中ではドクターの数が違い、国中地域の先生方に大変

お世話になっていることは間違いありません。この辺も考えながら、いか

にお客様が来て、安心してそこで１泊でも２泊でもしていただけるような

地域の医療体制は必要だと思うんですが、いかがでしょう。 

 

古屋福祉保健部長  委員の御心配といいますか、切実な実情を踏まえた御指摘だと思います。

１つには、小児救急の場合でございますが、小児科医の確保が非常に今、

逼迫している状況です。山梨大学におきましては、徐々に小児科医の養成

も改善しつつあるようにも聞いておりますが、いわゆる富士・東部地域に

おける小児科医の確保について、一生懸命取り組んでまいりたいというこ

とがございます。ご案内のとおり、救急医療体制につきましては一次、二

次、三次とございますが、二次救急の輪番制の部分で、富士吉田市立病院、

日赤病院等で夜間の対応をしていただいておりますので、二次救急医療機

関との連携と体制の強化ということにつきまして取り組んでいるところ

です。さらにこれをまた充実するような形の中で、富士・東部地域の救急

医療体制の整備につきまして充実をしてまいりたいと考えております。 

  地域医療再生計画の中におきましても、今後の新しい計画については今

から関係者の皆さんと御議論をさせていただくわけでありますが、そうい

った救急医療体制の整備につきまして、富士・東部の東部地域の公立病院

の救急医療体制の強化も含め、そうしますと北麓のほうもその分、負担が

軽くなるようなこともございますので、そういった富士・東部地域圏域全

体の救急医療体制の整備の中で、富士北麓地域の救急医療体制の整備につ

いても取り組んでまいりたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。     

 

※第１８号   平成二十三年度山梨県災害救助基金特別会計予算 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  
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※第１９号   平成二十三年度山梨県母子寡婦福祉資金特別会計予算  

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。  

 

 

※請願第１９－１７号  原爆症認定制度の抜本的改善を求めることについて 

 

意見       （「採否留保」の声あり） 

 

討論  なし 

 

採決 全員一致で採否留保すべきものと決定した。 

 

  ※請願第２０－７号  後期高齢者医療制度の廃止を求めることについて 

 

意見       （「採否留保」の声あり） 

 

討論  なし 

 

採決 全員一致で採否留保すべきものと決定した。 

 

  ※請願第２０－１２号  介護保険制度の改善を求めることについて 

 

意見       （「採否留保」の声あり） 

 

討論  なし 

 

採決      全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

※請願第２２－７号  介護保険制度の改善を求めることについて 

 

意見       （「継続審査」の声あり） 

 

討論  なし 

 

採決 全員一致で継続審査すべきものと決定した。 

 

 

 

 

※所管事項 

 

質疑 

（地域包括ケアについて） 

木村委員  地域包括ケアについて質問いたします。町を歩いていると、高齢者がひ
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とり、家に残されて、食事とか掃除とか洗濯など、身の回りのことがなか

なかできないで困っている人が大変多く見受けられるように私は感じま

した。ひとり暮らしの高齢者がふえているということもありますが、例え

ば、家族と同居をしていても、昼間は皆、勤めに行ってひとり暮らしとな

るわけでありますから同様な状態でありまして、端で見ていても本当に心

配になる高齢者が大勢いました。地域や社会との関係が希薄になり、最近

では無縁社会などと言われていますけれども、そんな中で、介護が必要な

状態になったらどうすればいいのか。高齢者自身が我が家に住み続けたい

と望んでいるわけですから、それをできる限り実現できるような、そんな

社会ができればいいなと感じています。 

  介護保険の見直しの中で、地域包括ケアということが言われ、知事のマ

ニフェストの中にも、地域全体で介護を支える地域包括ケアシステム構築

を目指すとありました。そこで、まず地域包括ケアとは何かお尋ねをいた

したいと思います。 

 

桐原長寿社会課長   地域包括ケアとは何かという御質問でございます。今の御質問の中にも

ございましたが、地域包括ケアにつきましては、今、国が介護保険法の改

正の柱として検討しており、それを介護保険法の中に正式に位置づけるべ

く作業が進められているところでございます。 

  地域包括ケアでありますが、高齢者が住みなれた地域で生活を続けられ

るよう、介護保険のサービスのみならず、予防ですとか食事の提供といっ

た生活の支援のサービスが切れ目なく提供される仕組みを目指そうとい

う考え方でございまして、それをおおむね中学校区ぐらいの範囲でつくっ

ていくという考え方であります。 

  出てきた背景として２点あるかと思います。介護保険法は、初めから在

宅重視ということになっているわけですが、介護保険は１０年以上たちま

したが、在宅のサービスの水準がなかなか上がらないので、もう一度、原

点に戻って在宅重視に取り組むという国の考え方だと思います。 

  ２点目は、地域で高齢者の方が生活していただくには、介護保険のサー

ビスを入れる、入れないの、まずその前提としまして、やはり食事の提供

ですとか、病院や買い物への外出支援ですとか、そういう生活の支援がで

きないと高齢者が暮らせないので、介護保険のサービス以前の問題として、

そういうサービスを考えなきゃいけない。しかもできるならば、それを地

域の助け合いの中で、住民の相互の助け合いの中でつくり出そうという考

え方でございます。 

  以上でございます。 

 

木村委員  どの地域においても、そのようなシステムができれば高齢者が孤立せず

に安心して暮らせると思うのですが、説明にもありましたように、これま

でも在宅重視と言いながら、なかなか実現できなかったのも事実であると

思うんです。そこで、そううまくいくわけではないのかなと感じるわけで

すが、病院や介護保険施設、事業所の数や人的スタッフなど、地域によっ

ていろいろと事情が異なるわけですし、実現に向けては大変難しい面もあ

るのではないかと思います。そこで地域包括ケアが介護保険の見直しの方

向だとお聞きしましたが、本県としてどのように取り組もうとしているの

か、基本的な考えをお伺いしたいと思います。 

 

桐原長寿社会課長   先ほど申し上げましたように、地域包括ケアという考え方が言われてい
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る中には、自宅で生活しようと考えている高齢者が多くても、なかなか在

宅のサービスのレベルが施設と同じようなレベルにならないので、施設と

同様な安心感が得られないという背景があろうかと思います。国が言うよ

うに、地域で暮らすためには介護保険以外のサービスも充実していかない

と暮らし続けられないだろうということであろうと思います。 

  まさに本県の状況を考えますと、国がこういう考えを出したのと同様な

状況であろうと思いますので、県としても、地域包括ケアについては基本

的に前向きにと言いますか、推進していくべきものと考えておりまして、

今後、国の検討の中でより具体化がされてくると思いますので、国の動向

も見ながら、しっかり検討していきたいと考えております。 

  以上でございます。 

 

木村委員  国が主導という感じで、県として基本的には前向きだということのみの

答弁だったような気がしますけれども、現時点で何か具体的に検討してい

るというか、検討していくというか、何か形になるようなものがあったら

お話ししていただきたいと思うんですけれども。 

 

桐原長寿社会課長   今、主に２点という話をいたしました。１点目の地域の中で相互に助け

合いの仕組みをつくるというのは中学校区という、狭いというか、より地

域の中の仕組みづくりということでございますので、その部分については

やはり市町村の皆さんにおつくりをいただき、きめ細かく対応していただ

く必要があろうかと思います。来年は市町村が介護保険の事業計画をつく

る年度に当たりますので、まずそういうものをしっかり検討するんだとい

うことで、検討課題としてしっかり位置づけていただいて検討をしていた

だくよう助言をしてまいりたいと思います。 

  もう１点といたしまして、在宅サービスを樹立しないと、高齢者が地域

で暮らせないと申し上げましたが、その点に関しましては、今、国で２４

時間３６５日訪問サービスの法改正の検討をしております。国では来年度

事業の中で、市町村が事業主体となるモデル事業もできております。これ

は国から市町村に直接補助となってしまい、県の予算を通さないわけです

けれども、県内の市町村でそれを受けていただいて、今まで山梨県の場合、

夜間の訪問サービスは非常に手薄でございましたので、ニーズがどのぐら

いあるのかとかということはやってみないとわからない部分もございま

すので、ぜひ市町村の中でそれに取り組んでいただくことを今、幾つかの

市町村とお話をさせていただいているところでございます。 

  それを踏まえまして、県が市町村に何が支援できるかについては、今後、

国のいろいろな事業が明らかになってくると思いますので、国の動向を見

ながら検討させていただきたいと思っております。 

  以上でございます。 

 

木村委員  地域包括ケア体制というのは、それぞれの地域で根気強く、地域に合っ

たやり方を探せということになるのかなと思うんですが、やはり自分のこ

とを考えると、そうは言ってもやはり施設への希望が多い実態もあるので

はないかなと思います。地域も、もちろん在宅が多いわけですが、施設も

やはり整備をしていかなければと思います。 

  とにかく、地域で住み続けたいという高齢者が多いわけですから、この

システムをぜひつくっていってほしいと願うわけですけれども、国の動向

を見ながら、県の検討は今後ということであります。結局、市町村が中心
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ということは理解できますけれども、中学校区ということの中ですから、

やはり県も市町村と一緒になって力を入れていただいて、山梨県、あまり

市町村の差がないような、県内に住む高齢者が安心して住めるような地域

づくりにぜひご尽力いただきたいと思います。 

  以上で質問を終わります。        

 

その他    ・委員会報告書の作成及び委員長報告については委員長に委任された。 

                                              

 以 上 

 

                  教育厚生委員長 山下 政樹 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


